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l はじめに
わが国は急速なスピードで高齢化が進んでいるが，人口の高齢化はわが国の政府部門に対し
てさまざまな影響を及ぼしている。周知の通り，わが国の財政支出の支出項目で近年著しい増
加傾向にあるのは，社会保障関連支出である。社会保障関連支出はその大部分が年金給付支出
と医療費支出であり，これらの支出は人口の高齢化と高い相関関係がある。したがって，わが
国の政府部門の拡大は，人口高齢化による社会保障関連支出の増大が主因であるといえる。現
在，わが国の政府部門の対GDP比は，西欧・北欧諸国と比較しでもより小さい値を示してい
るが，今後，人口高齢化が急速に進んでいく段階では，その比率も急速に高まることが容易に
予想される。また，政府部門の対GDP比の上昇は，それを賄うための国民負担率を上昇させ，
特に勤労者世帯の可処分所得が伸び悩むことが危倶されている。さらに，人口高齢化はわが国
のマグロ経済成果に多大な影響を及ぼすことも懸念されている。すなわち，人口高齢化は労働
力人口の減少と個人貯蓄率の低下を引き起こすおそれがある。これらはともにマクロ経済にお
けるサプライサイドの決定因であり，わが国の経済成長率は深刻な供給制約によって低位に推
移することが予想される。
以上の通り，人口高齢化はわが国の政府部門の拡大とそれによる国民負担率の増大，供給制
約による経済成長率の低下を引き起し，わが国はこれまで経験したことのない構造変化を迫ら
れている。今日，わが国の政府部門の緊急的課題は，人口高齢化とマグロ経済成果をいかに両
立させるのか，また，高齢化社会における経済システムをし、かなるものに構築するのか，これ
ら 2 点に集約されよう。
本稿では，まず第 1 に，人口高齢化と国民負担率との関係を計量的に解明し，人口高齢化が
政府部門の肥大化の主要因であることを指摘する。第 2 に，人口高齢化と労働力人口減少との
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関連性を説明し， 21世紀初頭におけるわが国の潜在成長率を予測する。第 3 に，人口高齢化と
個人貯蓄率との因果関係を計量的に導出し，個人貯蓄率は今後傾向的に低下することを明らか
にする。第 4 に，労働力人口の減少と個人貯蓄率の低下を緩和するための政府部門の役割を政
策的観点より検討する。最後に，高齢化社会における福祉供給システムとしてインフォーマル
部門の機能について言及する。
1. 人口高齢化と国民負担
近年，国民負担率(=税・社会保険料負担/国民所得〉の中長期的動向が，政府のみならず
各方面から議論されている。これは本格的な高齢化社会の到来を前提として，年金制度の成熟
化や高齢者福祉の拡充を中心に，国民負担率の急速な上昇が懸念されているためで、ある。国民
負担率の上昇は，いうまでもなく勤労者世帯の可処分所得の上昇率を鈍化させ，その結果，勤
労者の労働意欲が低下したり，勤労者世帯の家計貯蓄率が低下することが懸念されている。ま
た，主たる収入が年金給付からなる高齢者世帯と勤労者世帯との間で世代聞の不公平性が生じ
ることも予想される。さらに，国民負担率の上昇は，それ自体，政府支出規模の増大を示唆す
るため， r 大きな政府」論が再び急浮上しつつある。
周知のとおり，政府規模を定量的に把握する指標として，一般政府支出の対GDP比をとる
ことが多い。他方，一般政府の財源は租税収入と社会保険料収入だけではなく，公債金収入，
公的企業納付金，財産売却収入等も財源となる。その結果，一般政府支出が増大しでも，その
財源が租税や社会保険料以外の財源によって賄われれば，国民負担率は上昇せず，したがって
国民負担率は政府規模を定量的に把握する指標とならないことになる。しかし，公債金収入は
将来の租税を担保とした借入と考えられるため，租税収入の一部と捉えるべきである。すなわ
ち，一般政府支出と国民負担率はタイム・ラグはあるが，強い一意的な対応関係が成立するこ
とになるため，国民負担率の上昇は政府規模の拡大一一「大きな政府」一一ーを意味することに
なる。そこで，問題は，一般政府規模を定量的に示唆する国民負担率の上昇要因を検討するこ
とである。
表 1 は，わが国における一般政府支出の比重(対GDP比)の動向を表している。一般政府
支出は，通常，政府最終消費支出，政府総固定資本形成，政府移転支出の 3 つに区分されてい
る。表 1 より，わが国では，政府最終消費支出の対GDP比は1975年以降， 9%台でほぼ一定
表 1 一般政府支出の対GDP比の推移 く%)
1970 75 80 85 86 87 88 89 90 91C年度)
政府最終消費支出 7.4 10.6 9.8 9.7 9.6 9.8 9.9 9. 7 9.6 9.4 
政府粗固定資本形成 4.8 5.5 6.2 4.8 5.4 6.0 4.3 4.0 4.4 4.6 
政府移転支出 4.9 8. 1 10.5 11.5 11.4 11.6 11.7 11.6 11.8 12.3 
(出所〉 統企庁「国民経済計算年報」各年度版より作成。
-68-
人口高齢化と政府部門の役割
の水準で推移している。政府総固定資本形成は景気循環的に推移しているが，趨勢的には上昇
している。最も特徴的なのは政府移転支出の対GDP比である。高齢化の過度期を反映して，
年金，医療，社会福祉サービス等の社会保障関連支出の増大により，この比率は今後も急速に
上昇していくことが予想される。したがって，一般政府支出の対GDP比の上昇要因は，政府
移転支出の対GDP比の上昇が大いに関与していると結論できる。
政府移転支出の大部分は年金・医療支出等で構成される社会保障給付費であるが，社会保障
給付費の対GDP比あるいは対国民所得比の上昇要因に関しては，表 2 に示されるように，さ
まざまな理論的仮説がある。筆者は，表 2 で示される理論的仮説を計量的に裏付けるため，さ
まざまな代理変数を組合わせた回帰式を試みた。その結果，社会保障給付費の対国民所得比の
かなりの部分は，次式で示されるように，人口的要因である老年人口比率によって説明するこ
とカミで、きる。
Ge/Y = -1. 2621 + 1.2056No + 0.2037 D 
(7.4031) (2.0781) 
R2=0.8794 D. W. =0.7831 
(1) 
ただし， Gt/Y は社会保障給付費の対国民所得比， N，。は老年人口比率 (65歳以上人口の総人
口に対する比率)， D は1974'"'"'83年までの期間を 1 ，それ以外の期間を 0 としたダミー変数で
あり， 1974-83年までの期間を福祉拡張期と見倣した。また，推計期間は1960-90年度とした。
表 2 政府支出および社会保障支出の対GDP比上昇の要因
①人口学的要因 a) 人口の高齢化〈高齢化率の上昇〉
b) 平均家族数の減少
②経済学的要因 a) 経済成長率の低下(政府支出あるいは社会保障支出の対GNP比を上昇させる〉
b) 失業率の上昇→失業保険給付・生活保護費・雇用対策費の増加
c) インフレーション(社会保障給付費とくに年金支出が物価スライドされている
場合〉
d) 公共部門と民間部門の労働生産性上昇率の格差
e) 産業構造・就業構造の変化
③社会学的要因 a) 家族による相互扶助機能の低下(核家族化，女性の就業率の上昇〉
b) 近隣による相互扶助機能の低下
c) 都市化による社会的コストの増加
④政治的要因 a) 労働組合と社会民主的勢力による所得再分配要求(社会保障給付の増大等〉
b) 公共選択論的説明(官僚制度，財政錯覚，政党間競争→政治的景気循環論〉
(1) Cf. Lybeck , ]. A. , The Growth 01 Government in Develoρed Economies, Gover, 1986, pp. 
73-88. 
(2) 当時の政権は田中内閣であったが，ダミー変数自体は田中政権の政治的性格を何ら説明していない。
諸外国では，左派政権と右派政権の区別をダミー変数で処理して政治的要因を明示するケースが多い
が，わが国では政権交代が頻繁にないため，政治的要因を回帰式の中に導入することは困難である。
政治的要因に関しては， Castles, F. G. (ed.) , The 1mραct 01 Parties, Sage Publications, 1982. 
が詳しし、。
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(1)式は，社会保障給付費の対国民所得比のかなりの部分が基本説明変数である老年人口比
率とダミー変数によって説明され(自由度調整済決定係数 R2=0.8794) ， 基本説明変数である
老年人口比率 N。の t 値(括孤内の値〉も高い値を示している。
社会保障給付費の増大が政府規模の主要な拡大要因であれば，社会保障給付費の対国民所得
比の上昇は国民負担率の上昇要因であるといえるo このことに留意して，国民負担率を説明す
る回帰式を理論的に考えられ得る説明変数を組合せて推計した結果，良好な推計式として次式
が得られた。
T /Y = -4. 012 + 1.631 Gt!Y + 28. 462P + O.029 g + 6.121D (2) 
(8.601) (6.728) (3.052) (5.406) 
R2=0.967 D. W.=1. 693 
ただし， T/Y は租・社会保険料負担の対国民所得比(=国民負担率)， Gt/Y は社会保障給付
費の対国民所得比， P は政府最終消費支出価格指数の対GNP デフレーター比(=相対価格
比)， g は義務的支出(=地方交付税+国債費〉の対一般会計歳出比をそれぞれ表す。また，
D は(1)式と同様のダミー変数であり，推計期間は1960-90年度とした。
(2)式によれば，国民負担率は社会保障給付費の対国民所得比や相対価格等によって有意に
説明できることを示唆している。すなわち，人口高齢化による社会保障給付費の増大は国民負
担率を上昇させることが裏付けられている。また，相対価格は政府部門と民間部門の生産性の
格差を意味し，相対価格の上昇は政府支出の対GNP比を上昇させ，そのことが国民負担率を
図 1 老年人口比率と国民負担率との因果関係
社会保障給付
国民所得
国民負担率
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引き上げるものと解釈で、き2: さらに，義務的支出の対歳出比の上昇は過去に発行された国債
の元利金支払いが国民に対する負担となり，国民負担率を上昇させる一因となることを示唆す
る。
以上のように，人口高齢化と国民負担率との因果関係は(1) ， (2)式のように計量的に裏付
けられたが，このような関係を図示すれば，図 1 のようになる。すなわち，人口高齢化の進行
は社会保障給付費の対国民所得比の上昇を通じて，政府支出の対国民所得比を上昇させ，その
結果，国民負担率を引き上げることになる。
11. 人口高齢化と労働供給
人口高齢化は，わが国の人口構成を大きく変貌させ，とくに危倶されることは労働力人口
(15-64議までの人口〉の減少を通じたわが国の潜在成長率の低下で、ある。また，わが国は欧米
諸国と比べて労働時聞が長いため，生活の質という観点から労働時間の短縮(=時短)が政策
的課題として浮上しているが，この時短の実現はさらに労働供給制約を強化することになろう。
1993年に発表された経済審議会の『生活大国 5 カ年計画』に関する中間報告によれば， 1991 
-96年度の 5 年間に年率2.2%の時短が目標とされており，この間の労働力人口の増加率は年率
0.1% と予想されており，労働供給量としては年率2.1%の減少となる。しかし，周知の通り，
潜在成長率は効率単位で測った労働供給の成長率を意味し，それは労働力人口の増加率に労働
生産性上昇率を加えた率で、表される。すなわち，潜在成長率を y， 労働力人口の増加率を N，
労働生産性上昇率を A とすれば，
y=N+ﾀ (3) 
と表される。したがって，この 5 年間の経済成長率は年平均 3.5%を目標としているため，労
働生産性上昇率は(3)式より 5.6%を見込んでいることになる(表 3 参照〕。ところが，労働生
表 3 r生活大国 5 カ年計画」の前提
目標: 1996年度まで、に年間総実労働時聞を1800時間へ短縮
91年度実績 96年度
総実労働時間 *2013時間 1800時間
労働(1力人口5"""-'64才〉 6116万人 6160万人
投入可能な労働力の年平均伸び率 (A)+(B) 
「生活大国 5 カ年計画」が目標とする経済成長率
3.5%成長を達成するために必要な労働生産性伸び率 (D ー C)
〈注) *事業所規模 5人以上
年平均(%)
-2.2(A) 
O.l(B) 
-2.1(C) 
3.5(D) 
5.6 
(3) 民間部門と公的部門の生産性格差が公共部門の拡大をもたらすという議論として，先駆的な文献は，
Baumol, W. J.,“The Macroeconomics of Unbalanced Growth" , American Economic Review , 
June 1967. がある。
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産性上昇率は1970年代前半(1971-75年〉で年平均5. 7% と高かったが， 80年代後半のパブ、ル期
(1985-90年〉では年平均3.5%にまで低下しているため， 1991-96年の聞で年平均5.6%の労働
生産性上昇率を見込むことは，楽観的と言わざるを得ない。
そこで，労働力人口および時短の影響を考慮して，労働供給量の動向を推察したい。労働供
給量 (=L) は，次式で示されるように，労働力人口 (N) ， 労働力化率仲)，労働者一人当
りの労働時間 (h) によって規定される。
L=f?N (4) 
また， (4)式を増加率で表せば(対数をとって時間で微分すれば)，次式を得る。
L=り十h+ !V (5) 
いま，厚生省の「日本の将来推計人口 J (1992年〉の中位推計によれば， 15-64歳までの労
働力人口の増加率は， 1990-95年の間で年平均 0.4%であるが， 1996-2000年の間では年平均増
加率はゼロ%となる。すなわち，労働力人口に関しては，わが国はすでに労働力減少型経済に
移行していると言えよう。さらに，労働力人口は2000-2025年までの25年間で817万人も減少し，
その減少率は13.3% となり，年平均減少率は0.5% となる〈とくに， 2010-15年の聞の年平均減
少率は 1%にもなる)。
他方，時短に関しては，労働省の「毎月勤労調査統計年報J (1993年)によれば，総実労働
時間は1990年2， 063時間， 91年2， 032時間， 92年1 ， 982時間， 93年1 ， 920時間と着実に減少してい
る。先の『生活大国 5 カ年計画』で、は， 1996年までに年間総実労働時間を 1 ， 800時間にするこ
とを目標としているが，この目標を達成するには年平均減少率は 2.1% となる。したがって，
労働力化率と労働力人口を不変とし，さらに労働生産性上昇率を1980年代の年平均上昇率であ
る 3. 1% と想定すれば，潜在成長率は(3)式により 1%でしかない。
また，総実労働時間の1 ， 800時間が1996年に達成されることは無理として， 2000年までに達
成されると想定すれば，年平均減少率は 0.9%'fこ緩和される。上述したように， 1990-95年と
1996-2000年の聞の労働力人口の増加率はそれぞれ0.4% と 0%と予想されるため，労働力化率
を不変とすれば匂=0) (5)式により，労働供給量の増加率 (L) は1990-95年の間では0.5%，
1996-2000年の聞では0.9% となる。したがって，これに労働生産性上昇率 3.1%を加味した潜
在成長率を求めれば， 1990-95年の聞では2.6% ， 1996-2000年の間では2.2%に低下する。
さらに， 2000年以降は時短の負の効果は解消されるが，労働力人口それ自体の増加率がマイ
ナス(年平均減少率は0.5% と予想される〉となるため，労働生産性上昇率を3.1% と想定すれ
ば，この間の潜在成長率は年平均で2.6% となる。
いずれにしても，わが国経済は1990年代以降，高齢化のピークを迎えると予想される2025年
までは，労働供給制約によって2%台の低成長で推移することになろう。
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IV. 人口高齢化と貯蓄率
人口高齢化は労働供給力に影響を及ぼし，その結果，労働供給制約から経済成長率が低下す
るだけでなく，貯蓄率の低下による投資の減退という資本制約から経済成長率が低下すること
も危倶されている。
人口高齢化が貯蓄率を低下させる要因として，次のような仮説が考えられる。第 1 に，人口
高齢化は総人口中の高齢者の比率を高め，労働力人口の比率を低下さぜるが，高齢者の貯蓄性
向が相対的に低い限り，家計貯蓄率は低下することになる。第 2 に，社会保障制度の成熟化に
よって，老後に備えての貯蓄や病気等の万ーに備えての貯蓄が減少し，その結果，勤労者世帯
の貯蓄率が低下することになる。第 3 に，人口高齢化による社会保障給付費の増大は，それを
賄うための勤労者世帯の税・社会保険料負担率を上昇させ，その結果，勤労者世帯の可処分所
得の増加率が低下し，貯蓄インセンティブが阻害される。
以上の三点の背後にある理論的フレーム・ワークとしては，近年， Iライフサイクル・モデ
ノレ」がファショナブルで、ある。ライフサイグル・モデルの特徴は，個々人は一定の所得制約の
下で，就業期の効用と退職後の高齢期の効用の現在価値の合計を最大化しようと行動すると想
定して，その最適値を求める点にある。
いま，消費者の効用関数が次式で与えられるものとする。
u[c ,/t)J + (l +ρ)-lU[CO (t + l)J 
u[cJ =log c とする。
(6) 
ここで， cパt)， c o (t +1) はそれぞれ時点 t 期における就業期の消費，時点 t+1 期における高
齢期の消費を表し，また， p は時間選好率を表す。
公的年金制度が存在しない場合，消費者の予算制約は次の(7) ， (8)式によって表される。
cy(t) +s(t) =w(t) (7) 
co(t+1)=[1+r(t+1)Js(t) (8) 
上 2 式において， w(t) および s(t) はそれぞれ時点 t 期の勤労所得，貯蓄を表す。また， r 
は利子率を表す。
(7)および(8)式の制約の下で，効用関数日〉式を最大にするための一階の条件は，
が [cy(t)J= {(l +r(t 十 1))(1 +ρ)}u'[c o (t+1)J (9) 
を得る。この(9)式と予算制約式(7) ， (8)式から，就業期の消費と貯蓄を求めれば，
ら(t)=ow(t) (10) 
(4) ライフサイグノレ理論としては， Modigliani, F.,“The Role of Intergenera主ional Trasfers and 
Life Cycle Saving in the Accumulation of Wealthヘ Journal 01 Economic Persμctive ， Vol. 
2, 1988, pp. 435-443. が有益である。また，わが国に関する実証研究としては， Horioka , C. Y. , 
“ Why is ]apan's Hous鑄old Saving Rate so High?" , Journal 01 Japanese and International 
Economies, Vol. 4, 1990, pp. 49-92. がある。
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s(t) =ω (t) -cy(t) = (1 -0)ω (t) (11) 
となる。ここで， 0 は勤労所得からの消費性向を表し， 0= (1 +p)/(2+p) である。
次に，賦課方式による公的年金制品:存在する場合，時点 t 期における公的年金の保険料を
τ(t) ， 公的年金の給付額を b(t) と表せば，予算制約式は次のように修正される。
cy(t) +s(t) + τ (t) =ω (t) 
co(t+ 1) = [1+r(t + 1)Js(t) +b(t+ 1) 
(12) , (1 3)式から生涯の予算制約を求めれば，
ら(t)十 co (t +1)/[1+r(t+1)J =w(t) 一τ (t)+b(t+ 1)/[1 +r(t + 1)J 
(12) 
(13) 
=ω(t) + NTR(t) (14) 
を得る。ここで， NTR(t) は給付の現在価値から保険料負担の現在価値を引いたもので，公
的年金制度における時点 t に生まれた世代の純移転額を表す。また，賦課方式の公的年金制度
における年金収支均衡式は定義的に次式で表される。
[1 + n(t) Jτ (t) =b(t) (15) 
上式において， n(t) は時点 t 期における人口成長率を表す。(15)式より，公的年金における
純移転額 NTR(t) は，
[1 +n(t+ 1)Jτ(t+1) NTR(t) =一τ(t)
[1 +r(t+ 1)J 
と表すことができる。
ここで，公的年金制度が存在しない場合と同様に貯蓄 s(t) を求めると，
(16) 
s(t) = (1-0)ω(t) -r (t) -oNT R(t) (17) 
を得る。(17)式の右辺第 1 項は(10)式と同様のものであるが，第 2 項および第 3 項が公的年金
制度によって貯蓄が減少する部分を表している。第 2 項は直接的な減少的効果で，公的年金の
保険料額分だけ貯蓄が減少することを示唆し，先の貯蓄率が減少する要因としては第 3 の仮説
に関連している。また，第 3 項は公的年金制度を通じた移転の効果で、あり，純移転額 NTR が
正である世代においては，さらに貯蓄が減少することを示唆する。これは，純移転額が正であ
るということは保険料負担額の現在価値よりも給付額の現在価値の方が大きいことを意味する
ため，高齢期の所得に対する不確実性が減少し，高齢期の貯蓄に対するインセンティブが低下
することを示唆する。すなわち，先の貯蓄率が減少する要因との関連では，第 1 と第 2 の仮説
に関連している。
以上のように，ライフサイクル・モデ、ルは個々人の生涯を就業期と高齢期の 2 期間に限定し，
さらにある個人が自らの効用を最大化するような合理的行動をとれば，貯蓄の最適解が得られ
るという極限の状態を表すものとしては有益である。しかし，実際には，多くの人々は合理的
(5) 完全積立方式の場合，公的年金の保険料は民間貯蓄とまったく同じであり，一国の貯蓄は公的年金
によって影響を受けない。
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な行動をとるに足りる情報を有しておらず，例えば，自己の年金給付額や保険料支払い額すら
把握していない人はかなりの数いると言われる。また，親の世代に正の純移転額があっても，
子供の世代の負担増を考慮して，親は遺産や贈与といった形で、子供の負担増を相殺するような
世代間の移転を行なうことも考えられ2: このような世代問所得移転を想定すれば，ライフサ
イクル・モテ、ルが示唆するような貯蓄の減少は発生しないことにな2: したがって，ライフサ
イクル・モデルは，上記のような問題が解明されない限り，実際の正確な計量予測に用いられ
る段階ではないと言えよう。
老年人口比率と社会保障給付費の対国民所得比との関係は，すでに第 E 章の (1 )式によって
計量的に示されたが，社会保障給付費の対国民所得比と勤労者世帯の税・社会保険料負担率と
の関係を推計したところ， (18)式で示されるような有意な結果が得られた。また，これと個人
貯蓄率との因果関係を推計したところ， (19)式で示されるような結果が得られた。
T山/W=1.2891 十 O.9572Gt/Y +0. 2301D 
(6. 035) (1. 984) 
R2=0_ 9392 D. 羽T.=0_ 8921 
S ,, =32.021- 1. 181 Tw/W 
(14.081) 
R2=0.825 D. W.=1. 570 
(18) 
(19) 
上 2 式において ， Tw!W は勤労者世帯の税・社会保険料負担の勤労者世帯実収入に対する比
率を表し， Gt/Y は社会保障給付費の対国民所得比を表し， S" は個人貯蓄率を表す。また，推
計期間は1960-90年度とした。
(19)式は，個人貯蓄率は勤労者世帯負担率 (Tw/W) と逆相関関係にあることを示唆するが，
このような関係が単なる見かけ上のことなのか，ライフサイクノレ仮説が示唆するような理論的
因果関係に基づくものなのかは，現段階では断定的な答えを出すことはできず，今後も論争の
的となろう。しかし，上の 2 式により，人口高齢化と個人貯蓄率との間で一定の因果関係があ
ることが計量的に裏付けられた。すなわち，老年人口比率 (No) の上昇は社会保障給付費の対
国民所得比 (Gt/めを上昇させ，これがさらに勤労者世帯の負担率 (Tw/W) を引き上げ，
Tw/W の上昇は個人貯蓄率を引き下げるという因果関係が導出された。このような因果関係
を図示すれば，図 2 のように表される。いま， 2000年における老年人口比率 No が 17%と予想
されるため，これを(1 )式に代入すれば，社会保障給付費の対国民所得比 Gt/Y は19.2% とな
る。この19.2%を(18)式に代入すれば，勤労者世帯の負担率 Tw/W は19. 7% と予想されるた
め， (19)式により 2000年時点の個人貯蓄率 Sh は8.8% となる。わが国の個人貯蓄率は今後傾
向的に低下し， 2000年にはすでに 8%台まで低下し， 21世紀には貯蓄不足により経済成長率が
(6) Cf. Barro, R. J.,“Are Government Bonds Net Worth?ぺ Journal 01 Political Economy , 
Vol. 82, 1974, pp. 1095-1117. 宮島洋『高齢化時代の社会経済学』岩波書店， 1992年，第 3 章。
(7) 宮島洋『高齢化時代の社会経済学』岩波書店， 1992年，第 3 章参照。
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図 2 老年人口比率と個人貯蓄率との関係
Tw 
w 
19.7% 
pm
一Y
8.8% 
Sh 
No 
減速し，スタグプレーションと経常収支の赤字に悩まされるおそれがある。
v. 高齢化社会における政府の役割
前章までの考察により，わが国においては，人口高齢化の進行は労働供給の減少，貯蓄率の
低下というサプライサイドの要因の制約により，今後の潜在成長率は著しく低下することにな
ろう。そこで，政府の役割としては，このような供給制約をなるだけ緩和する政策を早急に計
画・実施することであろう。以下では，この点に関して政策的観点より検討したい。
労働供給の減少に関してはすでに第 E 章で検討したが，労働供給量の増加率は(5)式で示さ
れるように，労働力化率 (ω，労働力人口 (N)， 労働者一人当りの労働時間 (h) のそれぞれ
の増加率の和で表される。そこでは，労働力人口と労働時間は今後減少していくことが確認さ
れた。したがって，労働供給量を増加させるためには，労働力化率を引き上げることが政策的
に要請される。
図 3 は女性の労働力化率 (25-29歳〉と合計特殊出生率との推移を表している。これによれ
ば， 1973年以降，女性の労働力化率と合計特殊出生率との関係は逆相関関係を示している。す
なわち，女性の就業率を高めても，出生率が低下するため，長期的には労働供給量は増加しな
いというジレンマに陥ることになる。このようなジレンマの解消に成功した固にスウェーデン
が挙げられる。スウェーデンは早くから出生率の低下に悩まされていたが，合計特殊出生率は
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(%) 
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合計特殊出生率と労働力化率の推移図 3
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(注)合計特殊出生~: 15歳から49歳の各年齢ごとにある年の女性 1 人当たりの出生率を求め.
その出生率を合計することである年の概念上 1 人の女性が生涯に生む'
子供の数を表したものである。
厚生省「平成4 年人口動態統計の概況」より作成。(出所〉
1989年には2.02まで回復した。その背景には表 4 に示されるような寛
大な政策が関係していたと注目されてい2: その中で，特徴的な政策として「父母保険制度」
1983年から上昇に転じ，
1 人について 1 年この制度は， (1)出産前後の15カ月間休暇と子供(12歳まで〉が挙げられる。
間に60 日の休暇を認める， (2)父母保険によって休暇中の所得を保障する， (3)休暇は父母のどち
このうち(2)に関しては，従前所得の90%の所得保障というものである。らが取得しでもよい，
所得保障っきの出産・育児・介護休暇
寛大な児童手当
多子家庭に有利な住宅手当制度
寛大な学費助成制度
少ない労働日と短い労働時間
フレッキシブルな出勤・労働時間
男女平等意識の確立
高齢者・障害者・出産前後の女性が職場で働くのがノーマルであるという「職場のノーマライゼ
イション」の意識の確立と政策
便利で低料金の保育所の普及
女性の就業率向上と出生率上昇を両立させる政策表 4
①②@④⑤⑥⑦⑧ 
⑨ 
丸尾直美『総合政策論』有斐閣， 1993年， 133ページ。〈出所〉
丸尾直美『スウェーデンの経済と福祉』中央経梼社， 1992年， 100-104ベージ。
丸尾直美『総合政策論』有斐閣， 1993年， 133-142ページ。
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賃金・労働の限界生産性価値と雇用期間との関係図 4
w 
q 
賃金・労働の限界生産性価値
w' 
雇用期間
がなされている。また，父母保険制度とともに，児童手当もかなり寛大である。たとえば， 16 
歳以下の子供が 5 人いれば，月当り 6， 000クローナ(日本円で約13万円)の児童手当を受ける
ことカミで、きる。
わが国の合計特殊出生率も 1990年に1. 53 になり，厚生省の中位推計が想定する1.8 (高位推
計では2. 1)とかなり事離している。 1992年に施行された育児休業法も所得保障をともなって
これによって出生率を回復することはできないであろう。わが国もスウェーデン
出産・育児に対する寛大な家族政策が必要であろう。また，このような
家族政策を進めるためには，企業における労使聞の協議と自治体との政策上の連携が必要なこ
いないため，
の事例を参考にして，
とは言うまでもない。
次に，貯蓄率の低下に関しては，第N章で詳述したように，個人貯蓄率は勤労者世帯の負担
率と逆相関関係にあることが確認された。このような関係に従えば，勤労者世帯の負担率を抑
わが国の賃金体系制するためには，勤労者世帯実収入を引き上げることである。周知の通り，
は図 4 の w-wで示されるように年功賃金体系となっている。事実，賃金配分は結婚・出
産で出費が増加する20歳代後半と子供の教育費や住宅費が増加する30歳代-40歳代にかけて相
対的に低水準である。欧米では， 20歳代後半から30歳代前半にかけて賃金配分がピークとなり，
わが国とは対照的である。そこで，年功賃金配分を是正して，比較的若い勤労者世帯により傾
斜的な賃金配分を実現していくことも考慮、に値するであろう。そのためには，企業年金制度や
退職金制度を弾力的にして，将来の退職金を現在の賃金に加算して支給する賃金体系を確立す
図 4 における o一一α 線で示される額が加算的賃金とすれるのも I つの案となろう。例えば，
ば，総賃金額は w'一-w' となる。ここで，労働の限界生産性価値を年齢により格差がない
ものとして q-q で表せば，新規雇用者の賃金は労働の限界生産性価値を上回る場合が多く
このようなシステムは雇用抑制効果を持つと批判されるであろうが，賃金なる。したがって，
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図 5 高齢化時代の社会・経済システム
P経済
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の加算部分は将来退職金あるいは企業年金として支払われる額を先送りしたにすぎず，実質上
の賃金コストではないため，このような雇用抑制効果はないと言える。また，勤労者世帯の貯
蓄率を上昇させる手段として，米国の ESOP (従業員株式所有プラン〉やイギリスの株式所
有オプション制度などの勤労者株式所有制度の導入も考えられる。
VI. 結び‘にかえて一一高齢化時代の社会経済システム一一
社会保障制度をはじめ，わが国の社会・経済に関わる諸制度を所与とすれば，人口高齢化は
確実に社会保障関連支出を増大させ，これを公的システムで支えるならば，国民負担率の急激
な上昇と西欧・北欧でみられる「大きな政府」が出現する。前章までにわたって，人口高齢化
が労働供給と貯蓄率に対する影響を中心にみてきたが，今後のわが国の社会・経済システムの
あり方という根源的な問題には言及してこなかった。人口高齢化による社会保障支出の増大が
「大きな政府」を招来するのであれば，この社会保障支出の抑制を実現していくためには，い
かなるシステムが望まれるのか，検討されなければならなし、。福祉国家の象徴であるスウェー
デンでは，公的な福祉機能に偏重してきた反省から，民間部門の福祉機能を見直す風潮があり，
特に老人介護に関してこの種の機能の研究が進捗している。
一般的に，先進諸国の社会経済システムは，図 5 で表されるように，民間部門 (P) ， 公的部
門 (G) ， これら両部門の混合形態である混合部門 (M) によってさまざまな財・サービスの
供給が行なわれている。どの部門がより大きなウエイトを占めるかは国によって異なるが，西
(11) 丸尾直美「米英の勤労者株式所有制の発展J ~経済学論纂~ (中央大学〉第31巻，第 1 ・ 2 号併号，
1993年， 125-149ベージ。
(12) Cf. Richard Rose and Rei Shiratori, The Welfare State , East and West , Oxford Univer-
sity Press, 1986. 
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欧や北欧諸国は公的部門や混合部門が相対的に大きいであろう。わが国はこれらの諸国よりも
公的部門のウエイトは小さいが，人口高齢化が進行すれば同様のウエイトになるおそれがある。
また，最近，上のどの部門にも属さない第 4 の部門として，インフォーマル部門(家族，近隣，
ボランティア活動等，図 5 では I 領域で表される〉が注目されている。
インフォーマル部門における福祉機能が注目されるようになった理由としては，単に政府部
門や混合部門が民間部門に比べて相対的に大きくなったためだけで、なく，政府部門や混合部門
に内在する欠陥が指摘されるようになったためで、もある。公共選択学派が，政治プロセスにお
ける囚人のジレンマ現象やレントシーキング活動等の「政治(政府)の失敗」を指摘したのは，
政府部門に内在する欠陥を指摘した一例と言える。また，ライベンシュタインは，政府部門に
おいては労働者と経営者は慣性領域に安住し， X非効率を生み易い，と政府部門の非効率性を
鋭く指摘した。これらはいずれも，以前，ケインズ派が「市場の失敗」を指摘して，政府の介
入を強調したことに対置される。今では，市場も失敗するが，政府も失敗し，インフォーマル
部門が見直されている。
インフォーマル部門は，家族機能やボランティア活動等の非営利団体の機能が中心となるが，
これらの機能をより活性化させるためには，補助金や税制面での優遇措置等の公的助成が必要
であろう。わが国は今後急速に高齢化社会を迎え，社会保障支出の増大による政府部門の拡大
を抑制するためにも，インフォーマル部門の機能を重視した社会経済、ンステムの研究が望まれ
る。
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